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備事業の中に社会開発・社会配慮の視点を入れていくことが重要になってきている。そのことから、円借款事業では、貧困削減、ジェンダー、 参加型開発、 とい たセクター横断的なクロスカッティングの視点を盛り込んだ取り組みを行っている 、 「障害と開発」もその一つである。
　②「貧困削減」と「障害と開発」　世界の人口の約一割が心身に何らかの障
害を負っており、その八割が開発途上国住んでいると言われている。障害は貧困の原因ともなっており、貧困削減と障害者支援は密接に関わっている。このため、障害者支援が必要であることは 世界銀行をはじめとする国際ドナー間でも広く認識されてきている。例えば二〇〇七年九月に日本政府も署名した国連「障害者の権利条約」でも国際協力について を受け入かつ障害者にとって利用可能なものであることを確保すること」と った言及がある。
　日本政府でも、政府開発援助大綱の中で、
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　このように円借款による支援の特徴と日
本の国内での取り組みを考慮すると、今後の円借款事業における障害者支援は、インフラのバリア解消での寄与が効果的であると考えられる。実際、円借款事業においては、公共交通インフラ整備および公共施設インフラ整備 事業において、物理面の問題への対処を支援するためのＵＤ 取り組みが最も進んでおり、取り組み 主流となっている。
　障害者への支援においては、メインスト






































基準を守るだけでは十分な配慮をすることは難しいとの認識から、利用者との協議が推奨されている。また建設後 改善も取り入れたスパイラルアップという考えがあ（詳細は参考文献①を参照） 。このように課題を克服しつつ、着実に日本国内で 取り組みは進んできている。中部国際空港や福岡市営地下鉄七隈線、各地の福祉のまちづくりにおける住民参加型の取り組みといった好事例は円借款事業の参考となろう
　これらの考えを円借款事業の中に取り入
れ、障害当 者との協議を踏まえて実施することを奨励している。例えば、二〇〇七年七月にベトナムで実施した交通セクターにおけ ＵＤの取り組み 関しては、政府機関とともに障害当事者団体も多く招聘し、協議の場を設けた。既にＪＩＣＡが障害当事者とのネットワークを有しており、今後の新ＪＩＣＡでの取り組みではさらなる強化が期待される。
　③ソフト面の支援　新ＪＩＣＡに向けた取り組みとしては、
ＪＩＣＡで実施しているタイ アジア太平洋障害者センター（ＡＰＣＤ）プロジェ







に貢献していくという取り組みの結果として、これまで主に空港セクター、鉄道セクター、 観光セクター、 あるいは教育セクターにおける施設等のＢＦ化を図ってきている。中でも イのバンコクの地下鉄事業は代表的な好事例である。エレベーターやトイレの設置はもちろん ホームドアの設置等も行っている。この事業では、障害者団体に
対する計画や実施段階での協議やＡＰＣＤ事業によるタイの地下鉄の実施機関の職員への研修等も実施された。
　過去の個別事例については参考文献⑦に
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国際機関における「障害と開発」の最新の動きを探る
